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　コース型；利用者延べ人数　２４，７５６人
　　　　　　利用率（利用者延べ人数/延べ定員数×100）63.7％（4月から3月の平均）
　フリー型；利用者延べ人数　１９，３８２人
　　　　　　利用率（利用者延べ人数/延べ定員数×100）44.0％（4月から3月の平均）
　プログラム平均利用率　53.9％
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　コース型；利用者延べ人数　２９，２１１人
　　　　　　利用率（利用者延べ人数/延べ定員数×100）66.5％（4月から3月の平均）
　フリー型；利用者延べ人数　１５，１６０人
　　　　　　利用率（利用者延べ人数/延べ定員数×100）48.2％（4月から3月の平均）
　プログラム平均利用率　57.4％
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健康増進プログラムの利用率

成果の達成状況

健康増進プログラムの利用率（利用者延べ
人数/延べ定員数）

平成19

（ 60% ）

　運動の実践による健康づくりを促進し、高齢者の運動機能を向上させます。
　地域自主グループの活動支援を通した健康づくり活動を活性化させます。

事務事業 02 元気館事業の充実

大項目 01 心と体の健康づくり

章 1 健康でおもいやりのあるまち

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

01

成果（事業が意図する成果）

生涯を通じた心と体の健康づくり施策

事業内容

対象・手段
　誰でも気軽に利用できる軽運動プログラム等の健康づくり事業及び健康づくり活動を行う自主グルー
プ・その他の団体に対する施設の貸出事業を、指定管理者が運営します。

目的
　区民の運動習慣のきっかけづくりと地域健康づくり活動の活性化を図ります。

事業の実施内容
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　健康増進法や地域保健法などにより、区民の健康づくり実践のための事業、地域にお
ける健康づくり活動等への支援を区が行うことは妥当です。
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手段改善

　軽運動プログラムについては、３か月ごとに内容の見直しを行い人気のあるプログラム
を導入する等、内容を充実させていきます。
　また、高齢者の運動機能の向上事業は、スクリーニング方法の充実を図り積極的に広報
等で周知していき、対象者の選定方法や効果測定の手段などを工夫していきます。
　今後は、指定管理者と協議を行い、より効率的な運営を行うとともにメタボ講座等の開
催などによるメタボリックシンドローム対策事業を展開するなど、事業内容の充実を図っ
ていきます。
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実施の成果
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　指定管理者制度を導入し、より効率的な運営と区民ニーズに対応したサービスを向上
しました。

　子どもから高齢者までの幅広い年齢層の区民に対する運動習慣の定着、運動機能の向
上・改善につながっています。
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　区民の運動実践のきっかけづくりとして機能しています。
　また、施設貸出事業は地域の健康づくり活動を支援しています。

1.00

　平成18年度利用者数については、コース型延べ29,211人、フリー型延べ15,160人で、
徐々に利用者も増えつつあり、ほぼ計画どおりに進んでいます。

　3か月ごとに利用率の高いメニューを増やすなど、効率的な運営を行っています。
　委託料1万円あたりの利用者数は、平成17年度11.2人、平成18年度19.9人であり、効率
化の成果を挙げています。
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事業費⑩ 千円

減価償却費等⑬ 千円

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円

受益者負担率⑮／⑭ ％

Ｂ

事業に関する検討課題

　健康増進プログラムについては、各プログラムの利用率に偏りが減ったものの、実施プログラムの再編成
等を継続して検討していく必要があります。高齢者の運動機能向上プログラムは、スクリーニング方法の充
実を図り積極的に広報等で周知していくことが必要です。
　また、サービスの向上と、より効率的な運営を目指し、モニタリング、自己評価結果に対し、区と指定管
理者が連携を強化していく必要があります。
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　子どもから高齢者まで気軽に参加できる様々なプログラムを用意しているため区民の運
動実践のきっかけづくりに効果が期待できます。また、健康づくり自主グループを主な対
象とした施設の貸出事業は、健康づくり活動の活性化に寄与しています。
　指定管理者制度の導入により、健康増進プログラムにおける各プログラム間の人気のば
らつきや、高齢者筋力向上プログラムにおける対象者の選定方法、効果測定の仕方などを
改善しました。
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